




昭和電機産業株式会社 

個別注記表 

重要な会計方針に係る事項に関する注記 

１．資産の評価基準及び評価方法 

 （１）有価証券の評価基準及び評価方法 

子会社株式 

移動平均法による原価法 

その他有価証券 

市場価格のない株式等以外のもの 

    時価法 

    （評価差額は部分純資産直入法により処理し、売却原価は移動平均法により算定） 

 （２）棚卸資産の評価基準及び評価方法 

商品及び貯蔵品 

先入先出法による原価法（貸借対照表価額は収益性の低下に基づく簿価切り下げ 

の方法により算定） 

２．固定資産の減価償却の方法 

 （１）有形固定資産（リース資産を除く） 

   定率法 

   ただし、1998 年４月１日以降に取得した建物（建物附属設備を除く）及び 2016 年 

４月１日以降に取得した建物附属設備並びに構築物については定額法 

なお、主な耐用年数は以下のとおりであります。 

   建    物   10 年～50 年 

 （２）無形固定資産（リース資産を除く） 

   定額法 

   自社利用のソフトウェアについては、社内における利用可能期間（５年）に基づ 

   く定額法 

 （３）リース資産 

      所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産 

    リース期間を耐用年数として、残存価額を零とする定額法 

  

３．引当金の計上基準 

 （１）貸倒引当金 

    債権の貸倒による損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸 

    倒懸念債権等特定の債権については個別に回収可能性を検討し、回収不能見込額 

    を計上しております。 



 （２）賞与引当金 

    従業員の賞与の支給に備えるため、支給対象期間に基づく賞与支給見込額を計上 

    しております。 

  （３）役員賞与引当金 

    役員の賞与の支給に備えるため、賞与支給見込額を計上しております。 

（４）退職給付引当金 

    従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退職給付債務の見込額 

に基づき、当事業年度末に発生していると認められる額を計上しております。 

 （５）役員退職慰労引当金 

    役員の退職慰労金の支出に備えるため、内規による期末要支給額を計上しており 

    ます。 

 

４．収益及び費用の計上基準 

主要な事業における主な履行義務の内容及び収益を認識する通常の時点について 

は、「収益認識に関する注記」に記載のとおりであります。 

 

５．その他計算書類作成のための重要な事項 

   連結納税制度の適用の取りやめ 

   当事業年度より連結納税制度の適用を取りやめております。 

 

重要な会計上の見積り 

繰延税金資産の回収可能性 

１．当事業年度の計算書類に計上した金額    

   繰延税金資産       376,089 千円 

２．識別した項目に係る重要な会計上の見積りの内容に関する情報 

  連結計算書類「連結注記表 重要な会計上の見積り」の内容と同一であります。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



貸借対照表に関する注記 

１．担保に供している資産及び担保に係る債務 

（１）担保に供している資産 

建     物            1,335,333 千円 

構  築  物               97,897 千円 

土     地            1,461,397 千円 

            合     計            2,894,628 千円    

（２）担保に係る債務 

            短 期 借 入 金                        1,130,000 千円 

            １年以内返済予定長期借入金       136,368 千円 

長 期 借 入 金                        1,525,088 千円 

            合     計            2,791,456 千円 

２．有形固定資産の減価償却累計額               1,408,118 千円 

３．受取手形裏書譲渡高                      433,179 千円 

４．電子記録債権譲渡高                     211,680 千円 

５．保証債務 

  他社の金融機関からの借入金等に対して、次のとおり債務保証を行っております。 

            信州電機産業㈱              233,930 千円 

６．関係会社に対する短期金銭債権                  7,446 千円 

７．関係会社に対する短期金銭債務                  19,165 千円 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



損益計算書に関する注記 

１．関係会社との取引高 

   営業取引        売 上 高            83,720 千円 

               仕 入 高            148,054 千円 

               販売費及び一般管理費       30,246 千円 

   営業取引以外の取引                     73,477 千円 

２．減損損失 

  当事業年度において当社は以下の資産グループについて減損損失を計上しております。 

用途 種類 場所 減損損失額(千円) 

佐久営業所 

旧上越住設建材営業所 

建物、土地、その他 

建物、土地、その他 

長野県佐久市 

新潟県上越市 

43,803 

53,331 

合計   97,135 

   当社は支店・営業店舗毎に概ね独立したキャッシュ・フローを生み出す最少単位に 

てグルーピングを行っております。 

   佐久営業所については事業所の移転に伴い遊休資産となるため、また、旧上越住設

建材営業所は建物の老朽化に伴い解体するため減損損失を認識し、帳簿価額を回収可

能価額まで減額するとともに、当該減少額を特別損失に計上しております。 

その内訳は、建物 7,851 千円、土地 65,608 千円及びその他 23,676 千円であります。 

当該資産グループの回収可能価額は正味売却価額により測定しており、正味売却価

額は重要性を勘案して固定資産税評価額等に基づき算定しております。 

 

株主資本等変動計算書に関する注記 

連結注記表に記載しているため省略しております。 

 

税効果会計に関する注記 

繰延税金資産の発生の主な原因は、退職給付引当金、賞与引当金、役員賞与引当金、貸

倒引当金及び減損損失などであり、繰延税金負債の発生の主な原因はその他有価証券評価

差額金であります。 

   

リースにより使用する固定資産に関する注記 

  貸借対照表に計上した固定資産のほか、事務機器、車両等の一部については、所有権移

転外ファイナンス・リース契約により使用しております。 

 

収益認識に関する注記 

連結注記表に記載しているため省略しております。 

 



関連当事者との取引に関する注記 

１．子会社 

 （単位：千円） 

属 性 会社等の名称 議決権等の

所有（被所

有）割合 

関連当事者 

との関係 

取引の内容 取引金額 科目 期末 

残高 

子会社 信州電機 

産業㈱ 

所有 

直接 100% 

役員の兼任 

資金援助 

商品の購入

及び販売 

資金の貸付

（注１） 

利息の受取 

（注１） 

― 

 

560 

 

長期貸付金 

 

70,000 

 

子会社 岐阜電材㈱ 所有 

直接 100% 

役員の兼任 

資金援助 

商品の販売 

資金の貸付 

（注１） 

利息の受取 

（注１） 

― 

 

1,555 

 

長期貸付金 

 

200,000 

 

取引条件及び取引条件の決定方針等 

（注１）信州電機産業株式会社及び岐阜電材株式会社に対する資金の貸付については、 

市場金利を勘案して決定しており、返済条件は元金据置としております。 

なお、担保は受け入れておりません。 

 

１株当たり情報に関する注記 

 １．１株当たり純資産額          485,836 円 85 銭 

 ２．１株当たり当期純利益          48,317 円 54 銭 

 

重要な後発事象に関する注記 

該当事項はありません。 

 


